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ＪＲ大糸線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国道148号線 

国道8号線 

えちごトキめき鉄道 

◎自然と歴史 

当管内は、平成 17 年 3 月 19 日の市町村合併及びその後の管轄区域 

変更により、糸魚川市 1 市となりました。南は長野県、西は富山県に 

隣接する新潟県の南西部に位置し、北アルプス連峰・頸城連山に抱か 

れた自然豊かな地域です。 

平成 27 年 3 月 14 日、北陸新幹線（長野～金沢間）の開通により、 

糸魚川駅は新幹線停車駅として観光・通勤に利用され、当地に新たな 

歴史が刻まれました。令和 3 年 3 月に日本海ひすいラインに「えちご 

押上ひすい海岸駅」が開業、今後の活性化に期待が寄せられています。 

また、姫川港が海上運送による物流コストと環境負荷の低減に取り組む２つのセメント工場を核に、総合静脈物流

拠点港（リサイクルポート）として国土交通省から指定を受け、物流ネットワークの拠点としてその経済効果も期待

されています。 

糸魚川市は、日本を東西に分断する「糸魚川－静岡構造線（フォッサマグナ）」の起点であり、管内最大河川の姫川

に伸びているこの構造線により、急峻な地形が形成され、中・小河川が深くくいこみ、その流域沿いと河口周辺の平

地や海岸線に沿って拓けています。 

歴史は古く、縄文時代の遺跡や「古事記」に記される奴奈川（ぬながわ）姫と大国主命伝説など太古のロマン漂う

地として、また、東西交通の要所として発展してきた経緯による文化の融合と固有のヒスイ文化が重層するたいへん

味わい深い地域です。なお、ヒスイは、平成 28 年 9 月には日本鉱物科学会が選ぶ「国石」となり、令和 4 年 11 月に

は新潟県の石に指定されました。 

◎産業と雇用 

主な産業は、建設業をはじめ、自然が創り出したカルスト地形からの良質の石灰岩と豊富な水資源を利用したセメ

ント・化学製品製造業が中心で、これに関連するメンテナンス・運輸・製缶等の関連業種が幅広く展開しています。 

また、高速交通体系の整備から産業の多様化が進んで、恵まれた自然環境を背景とした観光産業にも力を入れてお

り、この効果もこれから期待されているところです。 

管内は、人口流出、少子高齢化による労働人口の減少が大きな問題になっており、新規学卒者の管内就職促進のほ

か、多様な人材が活躍できるよう就業ニーズに応じた就業機会の確保に積極的に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 ＪＲ北陸新幹線 

親不知ピアパーク 

ＪＲ大糸線 
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資料：総務省統計局「平成 28年経済センサス-活動調査」 

資料：令和 2年 10 月 1日国勢調査 

 

 

 

 

昭和  5 年  1 月  能生町に｢東部組合立職業紹介所｣を設立 
昭和  6 年  4 月  糸魚川町に｢西部組合立職業紹介所｣を設立 
昭和 13 年  4 月  東部、西部を統合 糸魚川職業紹介所設立 
昭和 13 年 11 月  国営移管 
昭和 16 年  2 月  ｢糸魚川国民職業指導所｣と改称 
昭和 19 年  3 月  ｢糸魚川国民勤労働員署｣と改称 
昭和 20 年 10 月  ｢糸魚川勤労署｣と改称 
昭和 22 年  4 月  ｢糸魚川公共職業安定所｣と改称 
昭和 35 年  3 月  糸魚川市寺町 2丁目 8番 33号に新築移転 
平成  2 年  3 月  糸魚川市横町 5丁目 9番 50号に新築移転 

 

 

 

 

 

 

庶務、統計調査 
雇用保険の適用、資格得喪 
失業の認定給付、雇用継続給付 

 
一般職業相談・求人受理 
障害者・高年齢者の職業相談  
求人受理 
雇用管理の相談 
新規学卒職業紹介  

項　目

総　数

合　計 2,414 12 362 171 589 1,280

H28.6.1

■事業所数

その他
農　林
水産業

建設業 製造業
卸 ・
小売業

項　目

総　数

合　計 40,765 20,068 20,697 16,296 40.0

65歳以上

の割合(％)
男 女

65歳

以上

■推計人口に見る65歳以上の割合
R2.10.1

管 理 課 

職業紹介部門 

所 長 

組 織 図 

沿 革 

労働力状態 

項　目

地域別 建設 製造 卸・小売 サービス

合　計 746.24 17,257 40,711 20,558 19,998 1,013 7,105 2,806 4,244 11,825 2,559 3,515 55

糸魚川地域 466.62 10,883 25,422 12,890 12,580 531 4,261 1,787 2,425 7,744 1,633 2,270 44

能生地域 150.49 3,123 7,727 4,035 3,899 440 1,295 647 646 2,163 520 665 1

青海地域 129.13 3,251 7,562 3,633 3,519 42 1,549 372 1,173 1,918 406 580 10

*サービス業は、日本産業分類大分類Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業、飲食サービス業、Ｎ生活関連サービス業、娯楽業、

 Ｑ複合サービス事業、Ｒサービス業（他に分類されないもの）を指す。

資料：糸魚川市令和4年度統計総覧（住民基本台帳人口）、令和2年10月1日国勢調査

産　業　別　就　業　者　　R2.10.1

分類不能

面　積

（k㎡）

R4.4.1

世帯数

R3.10.1

人　口

R3.10.1

労働力
人　口
R2.10.1 総数

第１次

産　業

第２次

産　業

第３次

産　業

（7） 

（3） 

（3） 
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0.60
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1.40

1.60

1.80

2.00

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

求
人
倍
率(

倍
）

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

（
人
）

一般職業紹介状況 

項　目
年　度

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 前年度比（％）

3,713 3,459 3,221 3,375 3,320 3,769 3,436 2,998 3,418 3,685 22.9

常用計 3,464 3,263 2,978 3,095 3,137 3,626 3,309 2,828 3,320 3,581 26.6

2,119 2,229 2,140 2,059 1,745 1,686 1,528 1,449 1,509 1,628 12.4

常用計 1,871 2,009 1,988 1,843 1,647 1,599 1,456 1,377 1,433 1,557 13.1

9,636 9,070 8,547 8,506 8,955 10,459 9,723 8,038 9,645 10,359 28.9

常用計 9,257 8,764 7,940 8,046 8,498 10,095 9,419 7,607 9,384 10,095 32.7

7,276 7,093 7,193 6,614 5,937 5,872 5,584 4,975 5,439 5,743 15.4

常用計 6,914 6,743 6,940 6,282 5,735 5,664 5,440 4,818 5,266 5,598 16.2

1,187 1,109 995 1,034 826 835 820 655 664 771 17.7

常用計 961 951 867 844 770 772 772 608 632 714 17.4

1.32 1.28 1.19 1.29 1.51 1.78 1.74 1.62 1.77 1.80 0.03

全　数

就　職

全数＝常用＋臨時・季節＋パート（新規学卒を除く）
＊有効求人倍率の前年度比はポイント差

単位：人

有効求人倍率（倍）
＊

全　数

全　数

全　数

有　効
求　人

有　効
求　職

新　規
求　人

新　規
求　職

全　数
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単位：人

年度

項目

2,284 2,160 1,940 2,071 1,967 2,335 2,128 1,941 2,161 2,412 11.6

1,419 1,450 1,372 1,343 1,102 988 949 845 862 931 8.0

5,931 5,781 5,164 5,331 5,398 6,588 6,113 5,401 6,133 6,882 12.2

4,675 4,505 4,553 4,182 3,591 3,370 3,181 2,745 2,948 3,300 11.9

739 662 538 632 457 436 442 336 368 379 3.0

1.27 1.28 1.13 1.27 1.50 1.95 1.92 1.97 2.08 2.09 0.01

＊有効求人倍率の前年度比はポイント差

＊一般フルタイム＝常用+臨時・季節

令和2年度 令和3年度 令和4年度 前年度比（％）

新規求人

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

新規求職

有効求人

有効求職

就職

有効求人倍率（倍）

令和元年度平成30年度

 

 

 

 

 

 

1.27 1.28
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1.50

1.95 1.92
1.97

2.08 2.09

0.00

0.50

1.00
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2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

求
人
倍
率(

倍
）

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

（
人
）
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1 

単位：人

年度

項目

1,429 1,299 1,281 1,304 1,353 1,434 1,308 1,057 1,257 1,273 1.3

700 779 768 716 643 698 579 604 647 697 7.7

3,705 3,289 3,383 3,175 3,557 3,871 3,610 2,637 3,512 3,477 ▲ 1.0

2,601 2,588 2,640 2,432 2,346 2,502 2,403 2,230 2,491 2,443 ▲ 1.9

448 447 457 402 369 399 378 319 296 392 32.4

1.42 1.27 1.28 1.31 1.52 1.55 1.50 1.18 1.41 1.42 0.01

＊有効求人倍率の前年度比はポイント差

＊一般パートタイム＝常用的パートタイム+臨時的パートタイム

令和4年度

新規求職

有効求人

有効求職

就職

有効求人倍率（倍）

平成25年度 前年度比（％）

新規求人

平成30年度 令和元年度 令和2年度平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 令和3年度

 

 

 

 

単位：人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊サービス業は、日本産業分類大分類 Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業、飲食サービス業、Ｎ生活関連サービス業、娯

楽業、Ｑ複合サービス事業、Ｒサービス業（他に分類されないもの）を指す。 

1.42
1.27 1.28 1.31

1.52 1.55 1.50

1.18

1.41 1.42

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

求
人
倍
率(

倍
）

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

（
人
）

新規求人の産業別状況(全数) 

789 

743 

647 

624 

745

547 

388 

457 

726 

803

205 

218 

194 

187 

236

631 

618 

445 

482 

383

437 

437 

399 

411 

400

814 

643 

508 

688 

655

346 

389 

348 

300 

463

0 1,000 2,000 3,000 4,000

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度 建設業

製造業

運輸業

卸・小売業

医療・福祉

サービス業

その他

3,418人

3,769、人

3,685 人   

2,998 人 

3,436 人 
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24歳以下 25~34歳 35~44歳 45~54歳 55~64歳 65歳以上 24歳以下 25~34歳 35~44歳 45~54歳 55~64歳 65歳以上

平成30年度 137 306 322 314 341 266 86 178 161 183 159 68

令和元年度 121 288 271 312 300 236 74 167 171 202 147 59

令和2年度 139 255 256 275 251 273 75 131 126 141 114 68

令和３年度 137 267 239 287 283 296 74 145 117 147 109 72

令和4年度 138 253 254 315 314 354 86 129 154 162 159 81

平成30年度 137 306 308 303 313 232 80 168 151 159 151 63

令和元年度 121 288 261 305 276 205 71 161 165 181 137 57

令和2年度 137 252 249 268 229 242 71 125 119 124 107 62

令和３年度 135 261 235 278 258 266 72 139 111 139 103 68

令和4年度 134 250 251 307 296 319 82 122 149 147 142 72

全　数

常用計

新規求職 就職

 

 

【新規求職、就職(全数)に占める割合】 

令和３年度                                    単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【企業の定年制・継続雇用制度取扱状況】 

令和 4年 6月１日現在  

86 

138 

129 

253 

154 

254 

162 

315 

159 

314 

81 

354 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就職

新規求職

24歳以下 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

年代別紹介状況

)紹介状況 

1628 人 (8.5%)   (15.5%)         （15.6％）       (19.4%)     （19.3％）     （21.7％） 

 

 

771 人  (11.2％)     (16.7%)            (20.0%)     （21.0％）     （20.6％） （10.5％） 

項　目

産業別

計 87 100.0% 2 2.3% 18 20.7% 67 77.0% 47 54.0% 20 23.0% 0 0.0%

建設業 21 24.1% 1 1.1% 6 6.9% 14 16.1% 10 11.5% 4 4.6% 0 0.0%

製造業 18 20.7% 0 0.0% 2 2.3% 16 18.4% 8 9.2% 8 9.2% 0 0.0%

運輸・通信業 9 10.3% 0 0.0% 5 5.7% 4 4.6% 3 3.4% 1 1.1% 0 0.0%

卸・小売・飲食・宿泊 12 13.8% 0 0.0% 2 2.3% 10 11.5% 9 10.3% 1 1.1% 0 0.0%

金融・不動産 1 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 1.1% 0 0.0% 1 1.1% 0 0.0%

医療・福祉 10 11.5% 0 0.0% 1 1.1% 9 10.3% 7 8.0% 2 2.3% 0 0.0%

その他 16 18.4% 1 1.1% 2 2.3% 13 14.9% 10 11.5% 3 3.4% 0 0.0%

雇用確保措置
未導入企業

企業数
（21人以上

の企業）

雇用確保措置導入企業

定年無
定年

（65歳以上）

継続雇用制度の導入

希望者全員65歳 経過措置適用
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障害者の取扱状況 

雇用保険二事業関係業務取扱状況

況 

区分
全国

新潟県
令和4年6月1日現在 糸魚川

区分 新規求職 登録者数 保留中
身体 14 1862 296
知的 9 2019 174
精神 32 1308 172

1666
令和4年度

求職登録状況
22 12 438

就業中
11

698

76.7106.5 2.85

6 6

2.23

就職者数 新規登録 有効求職

179

107,691 27,281,606.5
雇用率(%)

2.25
57.2

障害者数 雇用率達成企業割合(%)

613,958.0
2,033 7,528.0

障害者雇用
状況

7 263 1303

43 3,731.0

企業数 法定雇用算定基礎労働者数

48.3
337,502.5

支給決定 対象者数 支給金額（千円） 支給決定 対象者数 支給金額（千円）

85 23,731 76 20,488
66 18,081 64 17,188
16 4,300 12 3,316

13 3,855 16 4,717

20 5,306 16 3,606

11 3,070 15 4,399

6 1,550 5 1,150

0 　－ 0 -

15 4,550 4 1,050
0 　－ 0 　－
3 800 4 1,200
1 300 4 1,050
0 0 0 0

537 286,852 467 131,291
1 1 354 1 1 355

　－ 　－ 　－ 　－

発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース

　　高年齢者等（60歳以上の者）

身体障害者

令和3年度 令和4年度

特定求職者雇用開発助成金

知的障害者

生涯現役コース（65歳以上の者）

項目

地域雇用開発助成金

雇用調整助成金
通年雇用助成金

就職困難者コース

就職氷河期世代雇用安定実現コース

生活保護受給者等雇用開発コース

被災者雇用開発助成金（求職者）

精神障害者

母子家庭の母等

父子家庭の父等
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【高等学校】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高等学校の県内就職率】    【高等学校地域別・職種別就職状況】  

                 （％）      令和 5年 3 月卒 

69.3

54.7
56.6

57.8

53.5

48.1
48.2

59.6

55.4

89.8

82.1
82.8 81.0

81.4

72.6 74.1

88.8
85.7

88.8

87.3
88.0

87.3
85.6

85.1

87.2
88.4

88.6

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

管内 県内 新潟県全体

 

新規学校卒業者職業紹介状況 

55.4% 30.4% 14.3%

0.0% 50.0% 100.0%

地
域
別

管内 31 人         県内他管内 17 人  県外 8 人 

項目
年度 計 管　内 県内他管内 県　外

279 56 278 56 31 17 8
男 162 34 - 34 18 12 4
女 117 22 - 22 13 5 4

321 89 233 89 53 26 10
▲ 13.1 ▲ 37.1 19.3 ▲ 37.1 ▲ 41.5 ▲ 34.6 ▲ 20.0

管内3校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                               単位：人

令和4年3月卒

前年度比(％)

就　　　　　職卒　業
者　数

求　職

令和5年3月卒

求人

10%

6%

3%

10%

58%

13%

0…

専門・技術・管理

事務

販売

サービス

製造

採掘・建設・労務

その他

職
種
別
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■うち事務組合委託分 

 

 

 

 

 

【産業別適用状況】 

 

 令和 4年度 

1,783

201

3,660

91

627

19

1,046

129

1,756

64

1,495

200

883

60

0% 20% 40% 60% 80% 100%

被保険者数

適用事業所数

建設業 製造業 運輸・通信業 卸・小売業 医療・福祉 サービス業 その他

 

＊サービス業は、日本産業分類大分類 Ｌ学術研究、専門・技術サービス業、Ｍ宿泊業、飲食サービス業、Ｎ生活関連サービス業、娯

楽業、Ｑ複合サービス事業、Ｒサービス業（他に分類されないもの）を指す。  

区　分

年　度
新規

適用

うち

特例

うち

特例

うち

特例

うち

特例

令和4年度 764 11 11,250 47 1,341 79 1,425 72 1,066 65

令和3年度 767 13 11,308 55 1,206 65 1,285 77 874 73

前年度比（％） ▲ 0.4 ▲ 15.4 ▲ 0.5 ▲ 14.5 11.2 21.5 10.9 ▲ 6.5 22.0 ▲ 11.0

適用事業所 被　　保　　険　　者　　

事業所数

年度末

被保険
者　数

資　格
取得数

資　格
喪失数

離 職 票
交付枚数

区　分

年　度 事業所数 新規委託 被保険者数 資格取得数 資格喪失数

令和4年度 429 6 3,008 395 460

令和3年度 438 7 3,138 371 433

前年度比（％） ▲ 2.1 ▲ 14.3 ▲ 4.1 6.5 6.2

適用事業所 被保険者

雇 用 保 険 業 務 

11,250 人 

764 所 
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失業給付

33.9%

継続給付等

34.1%

就職促進給付

17.3%

高年齢者給付

11.5%

特例一時金

3.2%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【失業給付構成比】 

 令和４年度  

支給総額 

360,973 

（千円） 

区 分

年 度 決定件数 初回受給者 実人員 支給金額 支給人員 支給金額 支給人員 支給金額

令和4年度 ※ 401 289 88 122,237 149 55,229 0 0

令和3年度 ※ 346 272 97 133,890 125 45,243 0 0

前年度比(％) 15.9 6.3 ▲ 9.3 ▲ 8.7 19.2 22.1 - -

基本手当 再就職手当 常用就職支度手当

※速報値であり、修正があり得る　　　  　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　金額単位：千円

区 分

年 度 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額

令和4年度 60 11,618 185 41,398 21 878 6 1,521

令和3年度 69 13,110 159 35,317 32 628 8 1,994

前年度比(％) ▲ 13.0 ▲ 11.4 16.4 17.2 ▲ 34.4 39.8 ▲ 25.0 ▲ 23.7

特例一時金 高齢求職者給付 教育訓練給付 介護休業給付

金額単位：千円

項　目 金　額

失 業 給 付 122,237

継 続 給 付 等
（高年齢雇用継続給付、

育児休業給付、介護休業

給付、教育訓練給付）

123,118

就 職 促 進 給 付
（再就職手当、常用就職

手当、就業手当、就業促

進 定 着 手 当 等 ）

62,602

高 年 齢 者 給 付 41,398

特 例 一 時 金 11,618

支 給 総 額 360,973

金額単位：千円

区 分

年 度 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額 受給者数 支給金額

令和4年度 1,512 35,949 0 0 742 84,770

令和3年度 1,705 41,615 0 0 735 81,226

前年度比(％) ▲ 11.3 ▲ 13.6 - - 1.0 4.4

金額単位：千円

高年齢者雇用継続給付 育児休業給付

基本給付金 再就職給付金 基本給付金
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新潟労働局基本理念 

新潟労働局（ハローワーク糸魚川）は、 

■ 総合的な労働行政を展開し、 

活力のある地域づくりを応援します。 

■ 懇切・公正・迅速を基本に、 

信頼される行政サービスに努めます。 

■ 職員一人ひとりの働きがいを大切にし、 

前向きで明るい職場を目指します。 

案 内 図 

ハローワーク糸魚川 

糸魚川公共職業安定所 
〒941-0067 糸魚川市横町 5 丁目 9 番 50 号 
TEL（025）552-0333 FAX（025）552-7129 

 

 

 

高浪の池 

標高 540ｍの白馬山麓国民休養地
内にある深さ 13ｍの高浪の池。明星
山の大岩壁を展望することができま
す。この池には、体長４ｍに達する
魚が住んでいると言われ、「浪太郎」
と名付けられています。また、池の
周辺には雑木林があり、ホオジロや
イワツバメなどの鳥たちが生息して
います。 

（写真提供 糸魚川市） 

表 紙 の 写 真 

ＪＲ北陸新幹線 
えちごトキめき鉄道 

●糸魚川駅下車 徒歩 15分 


